
JP 5239298 B2 2013.7.17

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ロール紙を収納するためのロール紙収納部と、
　移動可能なもので、前記ロール紙収納部の一方を規定する第１側壁と、
　前記ロール紙収納部の他方を規定する第２側壁と、
　前記第１側壁をロックするロック機構と、
　前記ロック機構をロックさせるロック位置からロックを解除させるロック解除位置の間
を移動するロックレバーと、
　前記第１側壁に備えられ、前記第１側壁より所定量突出した突出位置から所定量退避し
た退避位置の間を前記ロール紙収納部の幅方向に進退するもので、前記ロール紙を付勢す
るためのロール紙付勢部材と、
　前記ロックレバーが前記ロック解除位置に移動することに連動し、前記ロール紙付勢部
材を前記突出位置および前記退避位置の間の位置に保持する保持機構を有することを特徴
とするロール紙供給機構。
【請求項２】
　請求項１に記載のロール紙供給機構において、
　前記保持機構は、前記ロックレバーに形成したレバー側係合部と、前記ロール紙付勢部
材に形成した付勢部材側係合部とを備え、前記ロックレバーが前記ロック解除位置に移動
すると、前記レバー側係合部が前記付勢部材側係合部に係合して、前記ロール紙付勢部材
を前記突出位置および前記退避位置の間の位置に保持するようになっていることを特徴と
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するロール紙供給機構。
【請求項３】
　請求項１または２に記載のロール紙供給機構において、
　前記突出位置および前記退避位置の間の位置は、前記突出位置および前記退避位置の間
のほぼ中心位置であることを特徴とするロール紙供給機構。
【請求項４】
　請求項１ないし３のいずれかの項に記載のロール紙供給機構において、
　前記第２側壁は移動可能であり、前記第１側壁の移動に連動して、当該第１側壁とは反
対方向に移動させる連動機構を有していることを特徴とするロール紙供給機構。
【請求項５】
　請求項１ないし４のうちのいずれかの項に記載のロール紙供給機構において、
　前記ロール紙収納部に収納されたロール紙の外周面に接触し、当該ロール紙を繰り出し
方向に回転させるための繰り出しローラを有し、
　当該繰り出しローラは、前記ロール紙収納部の幅方向に掛け渡されているローラ軸と、
前記ロール紙収納部の幅方向に所定量だけスライド可能に前記ローラ軸に取り付けられて
いるローラ本体とを備えていることを特徴とするロール紙供給機構。
【請求項６】
　請求項５に記載のロール紙供給機構において、
　前記ロール紙付勢部材の前記ロール紙収納部の幅方向への移動量と、前記ローラ本体の
スライド量がほぼ等しいことを特徴とするロール紙供給機構。
【請求項７】
　請求項１ないし６のうちのいずれかの項に記載の収納幅可変式ロール紙供給機構を有し
ていることを特徴とするロール紙プリンタ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ロール紙収納部に横置き状態で転動可能にロール紙を収納し、ここから長尺
状の記録紙を繰り出してプリンタの印字部などに向けて供給するロール紙供給機構に関す
る。更に詳しくは、収納されるロール紙の紙幅に応じてロール紙収納部の収納幅を変更す
ることが可能な収納幅可変式ロール紙供給機構の改良技術に関する。
【背景技術】
【０００２】
　レシートなどを発行するロール紙プリンタでは、記録媒体として、長尺状の記録紙をロ
ール状に巻き付けた構成のロール紙が用いられる。ロール紙プリンタに搭載されているロ
ール紙供給機構としては、上側から横置き状態で投入されたロール紙を転動可能に収納す
る、所謂、投げ込み式と呼ばれるロール紙収納部を備えたものが知られている。この種の
ロール紙供給機構としては、異なる紙幅のロール紙を収納できるように、ロール紙収納部
の収納幅を規定している左右の側壁を移動できるようにした収納幅可変式のものが特許文
献１に開示されている。
【０００３】
　一方、投げ込み式のロール紙収納部では、ロール紙の慣性負荷、ロール紙とロール紙収
納部の底面の間の摩擦力などに抗して、ロール紙を回転させて記録紙を繰り出す必要があ
る。紙送り速度を上げると、それに伴って紙送りローラに作用する紙送り負荷も大きくな
り、紙送りに滑りが生じ、紙送り精度が低下するおそれがある。紙送り負荷を低減して、
正確な紙送りを行うために、特許文献２に開示されているように、ロール紙収納部の底に
、ロール紙を繰り出し方向に回転させるための繰り出しローラを配置したロール紙供給機
構が提案されている。
【特許文献１】特開２００６－４４９００号公報
【特許文献２】特開２００７－２０３５６３号公報
【発明の開示】
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【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　従来の収納幅可変式ロール紙供給機構では、収納されるロール紙の紙幅に対応した位置
にロール紙収納部の側壁を手動操作により移動して、収納幅を調整している。ロール紙の
紙幅にはバラツキがあるので、このバラツキを考慮して収納幅を調整する必要がある。調
整後の収納幅が狭すぎると、収納されたロール紙が側壁の側から強く押し付けられた状態
になる。この結果、ロール紙から記録紙を繰り出すために大きな力が必要になり、ロール
紙プリンタの紙送りローラなどに作用する紙送り負荷が過剰になってしまう。逆に調整後
の収納幅が広すぎると、収納されたロール紙が左右にガタ付が生じ、繰り出される記録紙
の蛇行、スキューなどの弊害が生ずる。
【０００５】
　また、ロール紙収納部に繰り出しローラが配置されている場合には、繰り出しローラは
一般に摩擦係数の高いラバーなどの素材から形成されているので、繰り出しローラに接触
しているロール紙を収納幅方向に寄せるためには、これらの間の摩擦力に勝る側圧でロー
ル紙を押し付ける必要がある。また、繰り出しローラに載った状態でロール紙を幅方向に
寄せてガタ付きを無くすようにした場合には、ロール紙には、ロール紙収納部の側壁から
の側圧に加えて、繰り出しローラとの間の摩擦力による側圧が作用するので、ロール紙か
ら記録紙を繰り出して送り出すための紙送り負荷が過剰になってしまう。
【０００６】
　本発明の課題は、ロール紙の紙幅にバラツキがある場合においても常に適切な側圧状態
でロール紙を収納できるように収納幅を調整可能な収納幅可変式ロール紙供給機構を提案
することにある。
【０００７】
　また、本発明の課題は、繰り出しローラが備わっている場合においても、常に適切な側
圧状態でロール紙を収納できるように収納幅を調整可能な収納幅可変式ロール紙供給機構
を提案することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明は、以下の適用例を有する。
（適用例１）
　ロール紙を収納するためのロール紙収納部と、
　移動可能なもので、前記ロール紙収納部の一方を規定する第１側壁と、
　前記ロール紙収納部の他方を規定する第２側壁と、
　前記第１側壁をロックするロック機構と、
　前記第１側壁に備えられ、前記ロール紙収納部の幅方向に進退するもので、前記ロール
紙を付勢するためのロール紙付勢部材と、
　前記ロック機構と連動するもので、前記ロール紙付勢部材を所定の位置に保持する保持
機構を有するロール紙供給機構。
（適用例２）
　適用例１に記載のロール紙供給機構において、
　前記ロック機構をロックさせるロック位置からロックを解除させるロック解除位置の間
を移動するロックレバーを有し、
　前記ロール紙付勢部材は、前記第１側壁より所定量突出した突出位置から所定量退避し
た退避位置の間を移動するものであり、
　前記保持機構は、前記ロックレバーが前記ロック解除位置に移動することに連動し、前
記ロール紙付勢部材を前記突出位置および前記退避位置の間の位置に保持するロール紙供
給機構。
（適用例３）
　適用例２に記載のロール紙供給機構において、
　前記保持機構は、前記ロックレバーに形成したレバー側係合部と、前記ロール紙付勢部
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材に形成した付勢部材側係合部とを備え、前記ロックレバーが前記ロック解除位置に移動
すると、前記レバー側係合部が前記付勢部材側係合部に係合して、前記ロール紙付勢部材
を前記突出位置および前記退避位置の間の位置に保持するようになっているロール紙供給
機構。
（適用例４）
　適用例２または３に記載のロール紙供給機構において、
　前記突出位置および前記退避位置の間の位置は、前記突出位置および前記退避位置の間
のほぼ中心位置であるロール紙供給機構。
（適用例５）
　適用例１ないし４のいずれかに記載のロール紙供給機構において、
　前記第２側壁は移動可能であり、前記第１側壁の移動に連動して、当該第１側壁とは反
対方向に移動させる連動機構を有しているロール紙供給機構。
（適用例６）
　適用例１ないし５のうちのいずれかに記載のロール紙供給機構において、
　前記ロール紙収納部に収納されたロール紙の外周面に接触し、当該ロール紙を繰り出し
方向に回転させるための繰り出しローラを有し、
　当該繰り出しローラは、前記ロール紙収納部の幅方向に掛け渡されているローラ軸と、
前記ロール紙収納部の幅方向に所定量だけスライド可能に前記ローラ軸に取り付けられて
いるローラ本体とを備えているロール紙供給機構。
（適用例７）
　適用例６に記載のロール紙供給機構において、
　前記ロール紙付勢部材の前記ロール紙収納部の幅方向への移動量と、前記ローラ本体の
スライド量がほぼ等しいロール紙供給機構。
（適用例８）
　適用例１ないし７のうちのいずれかに記載の収納幅可変式ロール紙供給機構を有してい
るロール紙プリンタ。
　また、上記の課題を解決するために、本発明の収納幅可変式ロール紙供給機構は、
　長尺状の記録紙がロール状に巻き付けられた構成のロール紙を収納するロール紙収納部
と、
　当該ロール紙収納部の収納幅方向の一方を規定しており、当該収納幅方向に移動可能な
第１側壁と、
　前記ロール紙収納部の収納幅方向の他方を規定している第２側壁と、
　前記第１側壁の移動を阻止しているロック位置からロック解除位置に移動可能なロック
レバーと、
　前記第１側壁の表面から前記第２側壁に向けて突出した突出位置から当該第１側壁の側
に所定量だけ退避した退避位置までの間を移動可能な状態で当該第１側壁に取り付けられ
、前記突出位置に向けて弾性力によって付勢されているロール紙付勢部材と、
　前記ロックレバーが前記ロック解除位置に移動すると、前記ロール紙付勢部材を前記突
出位置および前記退避位置の間の中立位置に保持する保持機構とを有している。

【０００９】
　本発明の収納幅可変式ロール紙供給機構において、例えば、それまでとは異なる紙幅の
ロール紙を収納する場合には、ロックレバーを操作してロック解除位置に移動して、第１
側壁を移動可能にする。この状態で、第１側壁を移動して、収納対象のロール紙の紙幅に
対応した収納幅となる位置に位置決めする。この後に、ロックレバーを操作してロック位
置に戻し、第１側壁を固定する。
【００１０】
　この収納幅調整操作においては、ロックレバーをロック解除位置に移動したときに、保
持機構によって、ロール紙付勢部材が突出位置から退避位置の側に向けて所定量だけ後退
した中立位置に保持される。第１側壁を移動させた後にロックレバーをロック位置に戻す
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と、保持機構による保持が解除されてロール紙付勢部材が弾性力によって突出位置の側に
付勢された状態に戻る。ロール紙付勢部材の可動範囲を、ロール紙の紙幅のバラツキを考
慮して設定しておけば、収納されるロール紙の紙幅にバラツキがあっても、常に、ロール
紙付勢部材によってロール紙を収納幅方向に所定の側圧で押し付けた状態を形成できる。
【００１１】
　ここで、前記保持機構を、ロックレバーに形成したレバー側係合部と、ロール紙付勢部
材に形成した付勢部材側係合部とを備えた構成とし、ロックレバーがロック解除位置に移
動すると、レバー側係合部が付勢部材側係合部に係合して、弾性力に抗してロール紙付勢
部材を中間位置に保持させるようにすればよい。このような係合式の連動機構を採用すれ
ば、ロール紙付勢部材を中間位置に保持するための保持機構として別部材を配置する必要
がない。
【００１２】
　また、ロール紙付勢部材の中立位置は、その突出位置および退避位置の間の中心位置と
しておけばよい。このようにすれば、ロール紙の紙幅のバラツキが、狭い方向および広い
方向のいずれであっても対応できる。
【００１３】
　なお、第１側壁も可動式の側壁とすることができる。この場合には、第２側壁を、第１
側壁に連動して、当該第１側壁とは反対方向に同一量だけ収納幅方向に移動させる連動機
構を配置してもよい。
【００１４】
　次に、前記ロール紙収納部に収納されたロール紙の外周面に接触し、当該ロール紙を記
録紙繰り出し方向に回転させる繰り出しローラを有している場合には、当該繰り出しロー
ラを、収納幅方向に掛け渡されているローラ軸と、収納幅方向に所定量だけスライド可能
な状態でローラ軸に一体回転するように取り付けられているローラ本体と、当該ローラ本
体を第１側壁の側に付勢している付勢部材とを備えた構成とすることが望ましい。
【００１５】
　繰り出しローラにロール紙を載せた状態で、第１側壁を移動して収納幅を調整する際に
は、繰り出しローラとロール紙の間の摩擦力に勝る大きな力を第１側壁に加えてロール紙
を他方の第２側壁の側に寄せてガタ付きの無い収納状態を形成する必要がある。このため
、ロール紙には、第１側壁のロール紙付勢部材による付勢力および繰り出しローラとの間
の摩擦力が作用するので、ロール紙には大きな側圧が作用した状態になる。本発明では、
ローラ本体が収納幅方向にスライド可能となっているので、ロール紙を収納幅方向に寄せ
る際にはローラ本体が一緒にスライドする。よって、ロール紙を収納幅方向に寄せてガタ
付きの無い状態にする操作を簡単に行うことができる。また、ロール紙に大きな側圧が作
用した状態が形成され、ここから繰り出される記録紙を送り出す際に生ずる送り負荷が過
剰になってしまうという弊害も防止できる。
【００１６】
　ここで、ローラ本体のスライド量は、ロール紙付勢部材の収納幅方向への移動量と同一
にしておけばよい。
【００１７】
　次に、本発明のロール紙プリンタは、上記構成のロール紙供給機構を有していることを
特徴としている。紙幅の異なるロール紙が収納された場合においても、紙送り負荷の増加
、記録紙の蛇行などの弊害が発生しない。よって、記録紙の送り動作を正確に行うことが
できるので、ロール紙プリンタにおける記録紙の送り不良に起因する印刷品位の低下を防
止できる。
【発明の効果】
【００１８】
　本発明のロール紙供給機構では、ロール紙収納部の収納幅を調整するために収納幅方向
に第１側壁を移動させる際に、当該第１側壁に取り付けられているロール紙付勢部材を突
出位置および退避位置の間の中立位置に保持するようにしている。したがって、調整後の
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位置においてロール紙付勢部材は突出方向および退避方向に移動代が残っている。このた
め、収納されるロール紙の紙幅にバラツキがあっても、両方向への移動代によって紙幅の
バラツキを吸収できる。よって、常に、ガタ付きが無く、所定の付勢力で押し付けられた
状態でロール紙を収納可能な収納幅可変式ロール紙供給機構を実現できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１９】
　以下に、図面を参照して、本発明を適用したロール紙供給機構を備えたロール紙プリン
タの実施の形態を説明する。
【００２０】
（全体構成）
　図１は本発明を適用したインクジェット式のロール紙プリンタの外観斜視図であり、図
２はその開閉蓋を全開にした状態の外観斜視図である。ロール紙プリンタ１は全体として
ほぼ直方体形状をしたプリンタ本体２と、当該プリンタ本体２の前面に取り付けた開閉蓋
３とを有している。プリンタ本体２の外装ケース２ａの前面には所定幅の記録紙排出口４
が形成されている。記録紙排出口４の下側には排紙ガイド５が前方に突出しており、当該
排紙ガイド５の側方には蓋開閉レバー６が配置されている。外装ケース２ａにおける排紙
ガイド５および蓋開閉レバー６の下側には、ロール紙出し入れ用の矩形の開口部２ｂが形
成されており、この開口部２ｂが開閉蓋３の蓋ケース３ａによって封鎖されている。
【００２１】
　蓋開閉レバー６を操作すると開閉蓋３のロックが解除される。ロック解除後、排紙ガイ
ド５を前方に引くと、開閉蓋３はその下端部を中心として前方にほぼ水平となるまで開く
。開閉蓋３が開くと、図２に示すように、プリンタ内部に組み込まれているロール紙供給
機構１０のロール紙収納部１１が開放状態となる。同時に、ロール紙収納部１１から記録
紙排出口４に到る記録紙搬送経路が開放状態となり、プリンタ前方からロール紙の交換作
業などを簡単に行うことができるようになる。なお、図２においては、開閉蓋３の蓋ケー
ス３ａおよび蓋開閉レバー６を省略してある。
【００２２】
　図３はロール紙プリンタ１の内部構造を示す説明図である。ロール紙プリンタ１の内部
に組み込まれているロール紙供給機構１０は、プリンタ本体２の幅方向の中央部分に配置
されたロール紙収納部１１を備えている。ロール紙収納部１１にはロール紙１２がプリン
タ幅方向に向いた横置き状態で転動可能に収納される。ロール紙１２は記録紙１２ａ（図
においては太い一点鎖線で示してある。）をロール状に巻き取った構成のものである。ロ
ール紙収納部１１に収納されているロール紙１２から繰り出される長尺状の記録紙１２ａ
は、斜め上方に引き出された後に湾曲状の紙送りガイド１４によって湾曲させられた後に
水平方向に延びている搬送路１５（記録紙１２ａを示す一線鎖線と同一の経路）に沿って
搬送され、記録紙排出口４から排出される。
【００２３】
　水平方向に延びている搬送路１５の部分はロール紙供給機構１０の真上に位置しており
、当該搬送路部分には、インクジェットヘッド１８およびプラテン１９が一定のギャップ
で対向配置されており、プラテン１９によってインクジェットヘッド１８の印刷位置２０
が規定されている。
【００２４】
　搬送路１５におけるインクジェットヘッド１８の上流側には上流側紙送りローラ２１が
配置されており、この上流側紙送りローラ２１は紙送りモータ２２によって回転駆動され
る。この上流側紙送りローラ２１には記録紙１２ａを介して押えローラ２３が連れ回りす
るように押し付けられている。インクジェットヘッド１８の下流側には、上流側紙送りロ
ーラ２１と同期して回転する下流側紙送りローラ２４が配置されており、この下流側紙送
りローラ２４には記録紙１２ａを介して押えローラ２５が連れ回りするように押し付けら
れている。記録紙排出口４の近傍にはオートカッタ２６が配置されており、印刷後の記録
紙１２ａの先端部分が所定の長さに幅方向に切断されるようになっている。
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【００２５】
　紙送りガイド１４は所定の範囲で移動可能な状態で不図示のプリンタフレームに取り付
けられており、ばね部材２７によって記録紙１２ａに張力を与える方向に常に付勢されて
いる。これによって、搬送路１５に沿って引き出されている記録紙１２ａは一定の引張り
状態に保持される。紙送りガイド１４の近傍にはガイドセンサ２８が配置されており、記
録紙１２ａに弛みが発生して紙送りガイド１４がばね部材２７による付勢方向に移動する
と、この移動がガイドセンサ２８によって検出されるようになっている。
【００２６】
　ロール紙供給機構１０のロール紙収納部１１は、１本の繰り出しローラ３０と、複数本
、本例では３本の第１～第３ガイドローラ３１、３２、３３とを備えている。繰り出しロ
ーラ３０は繰り出しモータ３４によって回転駆動される。３本の第１～第３ガイドローラ
３１～３３は回転自在の状態で支持されている。
【００２７】
　ここで、ロール紙プリンタ１の駆動制御部３５は、不図示のコンピュータシステムなど
の上位機器からの指令に基づき各部の駆動を制御する。印刷動作においては、紙送りモー
タ２２を駆動して上流側紙送りローラ２１および下流側紙送りローラ２４を回転駆動する
と共に、これに同期させて、ロール紙供給機構１０の繰り出しモータ３４を回転駆動して
、記録紙１２ａの搬送動作を行う。また、記録紙１２ａの搬送に同期させてインクジェッ
トヘッド１８を駆動して印刷位置２０を通過する記録紙１２ａの表面に印刷を施す。印刷
終了後においては、オートカッタ２６を駆動して記録紙１２ａを切断する。これにより、
記録紙排出口４からは、記録紙１２ａを切断することによって得られる一定長さのレシー
ト、チケットなどが発行されることになる。
【００２８】
　駆動制御部３５では、ガイドセンサ２８からの検出信号に基づき、記録紙１２ａが、弛
みが生ずることなく一定の張力状態で搬送されるように、上流側紙送りローラ２１および
下流側紙送りローラ２４に同期させて、ロール紙供給機構１０の繰り出しローラ３０の駆
動を制御する。
【００２９】
（ロール紙供給機構）
　図４（ａ）はロール紙供給機構１０の主要部分を取り出して示す斜視図である。ロール
紙供給機構１０のロール紙収納部１１は、その収納幅を規定している左右の第１側壁４１
および第２側壁４２を備えている。第１側壁４１および第２側壁４２の前端部分は、収納
幅方向Ａ（プリンタ幅方向）に延びる状態で不図示のプリンタフレームに取り付けたガイ
ド板４３に沿ってスライド可能である。また、第１側板４１および第２側板４２の前側下
端部分および後側部分を貫通して、収納幅方向に水平に架け渡したローラ軸３０ａ、３１
ａ、３２ａ、３３ａが延びている。第１、第２側壁４１、４２は、これらのローラ軸３０
ａ～３３ａに沿って収納幅方向にスライド可能である。
【００３０】
　ローラ軸３０ａは繰り出しローラ３０のローラ軸であり、その収納幅方向の中央の部位
には同軸状態で繰り出しローラ３０が取り付けられている。このローラ軸３０ａの両端は
不図示のプリンタフレームによって回転自在の状態で支持されている。３本のローラ軸３
１ａ～３３ａはそれぞれ第１～第３ガイドローラ３１～３３のローラ軸であり、それぞれ
両端が不図示のプリンタフレームによって支持されている。第１側壁４１および第２側壁
４２の下端部の内側縁には一定幅の底板部分４１Ａ、４２Ａが形成されている。これらの
底板部分４１Ａ、４２Ａには、各ローラ軸３１ａ～３３ａに同軸状態で回転自在に支持さ
れている第１～第３ガイドローラ３１～３３がそれぞれ保持されており、第１側壁４１お
よび第２側壁４２と一緒に収納幅方向に移動可能である。
【００３１】
　次に、第１側壁４１には、ロックレバー４５およびロール紙付勢部材４６が組み込まれ
ている。第１側壁４１の前側の上端部分には、ロックレバー４５の操作端部分４５ａが露
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出している。ロックレバー４５は第１側壁４１が収納幅方向に移動しないように、当該第
１側壁４１をガイド板４３にロックしている。その操作端部分４５ａを手動操作によって
押し込むと、ロックレバー４５によるロックが解除され第１側壁４１の収納幅方向への移
動が可能になる。また、第１側壁４１における内側の表面４１ａには略矩形の開口窓４１
ｂが形成されており、ここからロール紙収納部１１内に向けて、先端部が台形状断面のロ
ール紙付勢部材４６が突出している。ロール紙付勢部材４６は弾性力によって図４に示す
突出位置４６Ａに向けて常に付勢されており、その先端面４６ａが第１側壁４１の表面４
１ａに一致する退避位置まで押し込み可能となっている。
【００３２】
　図４（ｂ）には、第１側壁４１および第２側壁４２の連動機構を示してある。連動機構
５０は、定まった位置に回転自在の状態で支持されているピニオン５１と、このピニオン
５１に両側から噛み合っている第１ラック５２および第２ラック５３を備えている。第１
、第２ラック５２、５３は収納幅方向に延びており、第１ラック５２は第１側壁４１に連
結されており、第２ラック５３は第２側壁４２に連結されている。第１側壁４１を収納幅
方向に移動すると、これに連動して、第２側壁４２が反対方向に同一量だけ移動する。な
お、連動機構として別の機構を用いることもできる。また、第１側壁４１のみを可動壁と
した第２側壁を固定壁とすることも可能である。第１側壁４１と第２側壁４２の位置を左
右入れ替えた配置としてもよいことは勿論である。
【００３３】
（ロックレバーおよびロール紙付勢部材）
　図５は第１側壁４１の主要部分の分解斜視図である。第１側壁４１は、本体ユニット６
１と、この本体ユニット６１に取り付けた側板６２と、本体ユニット６１の内部に組み込
まれているロックレバー４５およびロール紙付勢部材４６とを備えている。本体ユニット
６１は、基本的に、内側の表面４１ａが形成されている側板部分６３と、この側板部分６
３の外周縁部分から直角に延びる外周板部分６４とから形成されている。側板６２は外周
板部分６４に対応した輪郭形状の板であり、不図示のビスなどによって当該外周板部分６
４に締結固定されている。
【００３４】
　図６（ａ）は本体ユニット６１にロックレバー４５およびロール紙付勢部材４６が組み
つけられた状態を示す側面図である。図６（ｂ）および（ｃ）は、図６（ａ）のｂ－ｂ線
で切断した部分の断面図であり、ロール紙付勢部材４６が突出位置４６Ａおよび退避位置
４６Ｂにある状態をそれぞれ示してある。
【００３５】
　図５および図６を参照して説明すると、ロックレバー４５は、本体ユニット６１の側板
部分６３の裏面側から垂直に起立している支軸６５を中心として上下方向に旋回可能に取
り付けられている。ロックレバー４５における支軸６５から前方に延びている腕部４５ｂ
の先は上方に折れ曲がった操作端部分４５ａとなっている。この操作端部分４５ａが本体
ユニット６１の外周側板部分６４に開けた開口部６４ａから露出している。ロックレバー
４５における支軸６５から下方および後方に延びている腕部４５ｃの先にはロック爪４５
ｄが形成されている。
【００３６】
　ロックレバー４５は不図示のばね部材によって図６（ａ）に示す矢印Ｂの方向に常に付
勢されている。このロック爪４５ｄに対峙するガイド板４３の側には、ロール紙収納部１
１の収納幅方向に沿って所定の間隔で複数個所にノッチ４３ａが形成されている。ばね力
によってロックレバー４５は、そのロック爪４５ｄが一つのノッチ４３ａに係止されたロ
ック位置４５Ａに保持されている。ロックレバー４５の操作端部分４５ａを手動操作によ
って押し込むと、ロックレバー４５を、支軸６５を中心としてばね力に逆らって矢印Ｂと
は逆方向に旋回させることができる。ロックレバー４５が矢印Ｂとは逆向きに旋回すると
、ロック爪４５ｄがノッチ４３ａから外れ、第１側壁４１を収納幅方向に移動させること
が可能になる。
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【００３７】
　次に、ロール紙付勢部材４６は細長い矩形の台形断面状の先端部４６ｂを備えており、
この先端部４６ｂが本体ユニット６１の側板部分６３に形成されている開口窓４１ｂから
ロール紙収納部１１内に突出している。図５に示すように、この先端部４６ｂの裏面には
円筒状のばね受け４６ｃが形成されている。このばね受け４６ｃに対峙する側板６２の部
位にも円筒状のばね受け６２ａが形成されており、これらのばね受け４６ｃおよび６２ａ
の間には圧縮状態でコイルばね６６が装着されている。ロール紙付勢部材４６には、本体
ユニット６１の開口縁部に裏面側から当接可能な当接板４６ｄが形成されており、この当
接板４６ｄによってロール紙付勢部材４６の突出位置４６Ａが規定されている。この当接
板４６ｄの隣接位置には、本体ユニット６１の開口縁部から裏面側に突出している当接板
６７が形成されており、この当接板６７によってロール紙付勢部材４６の退避位置４６Ｂ
が規定されている。図６（ｃ）にはロール紙付勢部材４６が退避位置４６Ｂにある状態を
示してあり、この位置においては、ロール紙付勢部材４６の先端面４６ａが第１側壁４１
の内側の表面４１ａと略同一平面上に位置する。これらの当接板４６ｄ、６７によって規
定される可動範囲内で、ロール紙付勢部材４６はロール紙収納部１１の収納幅方向に移動
可能である。
【００３８】
　ここで、ロール紙付勢部材４６はロックレバー４５の下側の腕部４５ｃの側に向けて突
出している付勢部材側係合部４６ｅが形成されている。この付勢部材側係合部４６ｅの先
端には、左右のテーパ面４６ｆ、４６ｇによって先細り形状となっている。この付勢部材
側係合部４６ｅの先に位置しているロックレバー４５の腕部４５ｃの部位には、付勢部材
側係合部４６ｅに向けて開口している溝形断面のレバー側係合部４５ｅが形成されている
。このレバー側係合部４５ｅの左右の先端部４５ｆ、４５ｇがそれぞれ、ロール紙付勢部
材側の左右のテーパ面４６ｆ、４６ｇに対峙している。
【００３９】
　図７（ａ）および（ｂ）は、図６（ａ）、（ｂ）と同様に、本体ユニット６１にロック
レバー４５およびロール紙付勢部材４６が組みつけられた状態を示す側面図、および、そ
のｂ－ｂ線で切断した部分の断面図である。ロックレバー４５の操作端部分４５ａを手動
操作によって押し込むと、ロックレバー４５は支軸６５を中心として旋回して、その下側
の腕部４５ｃがガイド板４３から離れる方向に移動する。この結果、ロックレバー４５は
、腕部４５ｃの先端のロック爪４５ｄがガイド板４３のノッチ４３ａから離れたロック解
除位置４５Ｂの状態になる。この状態では、第１側板４１をロール紙収納部１１の収納幅
方向に移動させることが可能である。
【００４０】
　また、ロックレバー４５がロック解除位置４５Ｂに向けて旋回すると、その腕部４５ｃ
のレバー側係合部４５ｅの左右の先端部４５ｆ、４５ｇが、ロール紙付勢部材４６の付勢
部材側係合部４６ｅの左右のテーパ面４６ｆ、４６ｇに接近する方向に移動する。ロール
紙付勢部材４６が図６（ｂ）に示す突出位置４６Ａに突出している状態では、右側の先端
部４５ｇが右側のテーパ面４６ｇに当たり、当該テーパ面４６ｇを左側に押し込みながら
移動する。逆に、ロール紙付勢部材４６が図６（ｃ）に示す退避位置４６Ｂに退避してい
る状態では、左側の先端部４５ｆが左側のテーパ面４６ｆに当たり、当該テーパ面４６ｆ
を右側に押し込みながら移動する。
【００４１】
　ロール紙付勢部材４６がいずれの位置４６Ａ、４６Ｂにある場合においても、ロックレ
バー４５をロック解除位置４５Ｂに押し込むと、ロール紙付勢部材４６の付勢部材側係合
部４６ｅは図７（ｂ）に示すように、ロックレバー４５のレバー側係合部４５ｅの溝内に
差し込まれた状態になる。本例では、この状態でのロール紙付勢部材４６の位置が、その
突出位置４６Ａと退避位置４６Ｂの間の中心に位置する中立位置４６Ｃとなるように規定
されている。勿論、中立位置４６Ｃから左右にずれた中間位置となるようにしてもよい。
このように、本例では、レバー側係合部４５ｅと付勢部材側係合部４６ｅとによって、ロ
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ール紙付勢部材４６を中立位置４６Ｃに保持する保持機構が構成されている。
【００４２】
（繰り出しローラ）
　次に、図８は繰り出しローラ３０を示す縦断面図である。繰り出しローラ３０は、ロー
ラ軸３０ａに対して、一体回転すると共に軸線方向（収納幅方向）にスライド可能な状態
で取り付けられているスライド円筒３０ｂと、このスライド円筒３０ｂのスライド範囲を
規定している左右の止め輪３０ｃ、３０ｄと、スライド円筒３０ｂの外周を同心状に取り
囲む状態に取り付けたラバー製のローラ本体３０ｅとを備えている。スライド円筒３０ｂ
は不図示のばね部材によって常に第１側壁４１の側に向けて付勢されている。
【００４３】
　この構造の繰り出しローラ３０を第２側壁４２の側に押すと、図８（ｂ）に示すように
、ローラ本体３０ｅがスライド円筒３０ｂと一緒に矢印の方向にスライド可能である。こ
のスライド幅Ｌは、ロール紙付勢部材４６の可動幅、すなわち、突出位置４６Ａから退避
位置４６Ｂまでの距離と同一となるように設定されている。場合によっては、これらを異
なる寸法としておくことも可能である。
【００４４】
（収納幅の変更時の動作）
　この構成のロール紙プリンタ１のロール紙供給機構１０におけるロール紙収納部１１の
収納幅を変更する際の動作を説明する。ロール紙収納部１１が空の状態では、図６（ａ）
および（ｂ）に示すように、ロックレバー４５がロック位置４５Ａにあり、ロール紙付勢
部材４６は突出位置４６Ａにある。この状態において、第１側壁４１の前端上部から露出
しているロックレバー４５の操作端部分４５ａを押し込み、ロックレバー４５をロック解
除位置４５Ｂに移動する（図７参照）。この結果、第１側壁４１が収納幅方向に移動可能
になる。また、ロックレバー４５のレバー側係合部４５ｅによってロール紙付勢部材４６
の付勢部材側係合部４６ｅが押されて、ロール紙付勢部材４６は突出位置４６Ａから退避
位置４６Ｂ（図７（ｂ）参照）に向けて押し込まれて中立位置４６Ｃの状態に保持される
。
【００４５】
　ロックレバー４５を押し込みながら第１側壁４１を収納幅方向に移動させて、ロックレ
バー４５のロック爪４５ｄを、これから収納するロール紙の紙幅に対応するガイド板４３
のノッチ４３ａに位置決めする。この結果、ロール紙収納部１１の収納幅は、第１側壁４
１における中立位置４６Ｃに位置しているロール紙付勢部材４６の先端面４６ａと、これ
に対峙している反対側の第２側壁４２の表面４２ａとによって規定される。
【００４６】
　この後に、ロックレバー４５の押し込みを解除すると、ロックレバー４５がロック位置
４５Ａに復帰し、第１側壁４１の移動が阻止されたロック状態に戻る。このとき、ロール
紙付勢部材４６はロックレバー４５との係合から開放されるので、ばね力によって突出位
置４６Ａに突出した状態に戻る。
【００４７】
　収納幅を調整した後にロール紙１２を収納すると、ロール紙付勢部材４６は突出位置４
６Ａから中立位置４６Ｃに押し込まれた状態で、ロール紙１２を押し付けた状態になる。
ロール紙１２の紙幅にバラツキがある場合、例えば、紙幅が狭い場合には、ロール紙付勢
部材４６は中立位置４６Ｃよりも突出位置４６Ａの側に突出した状態でロール紙１２の端
面に押し付けられた状態になり、これらの間の隙間が生ずることがなく、所定の側圧でロ
ール紙１２が保持される。また、紙幅が広い場合には、ロール紙付勢部材４６は中立位置
４６Ｃよりも退避位置４６Ｂの側に押し込まれた状態でロール紙１２の端面に押し付けら
れた状態になり、この場合にも所定の側圧でロール紙１２が保持され、側圧が過剰になる
ことはない。
【００４８】
　このように、ロール紙１２の紙幅のバラツキは、ロール紙付勢部材４６の中立位置４６
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て、ロール紙付勢部材４６の可動範囲をロール紙１２の紙幅のバラツキを吸収できるよう
に設定してくことにより、紙幅にバラツキがあっても常に所定の側圧でロール紙１２を保
持できる。よって、収納幅方向にロール紙１２がガタ付くことを防止でき、また、過剰な
側圧でロール紙１２が保持された状態になってしまうことも回避できる。
【００４９】
　さらに、本例では、繰り出しローラ３０のローラ本体３０ｅが収納幅方向にスライド可
能となっている。したがって、繰り出しローラ３０に載せたロール紙１２がロール紙付勢
部材４６によって押されて第２側壁４２の側に寄せられた場合に、ロール紙１２と一緒に
ローラ本体３０ｅが移動する。ローラ本体３０ｅが移動しない場合には、ロール紙１２と
ローラ本体３０ｅの間の摩擦力がロール紙１２に側圧となって作用し、ロール紙１２の側
圧が過剰になり、紙送りローラに作用する送り負荷が増加して記録紙１２ａの送りを正確
に行うことができなくなる場合がある。本例では、繰り出しローラ３０のローラ本体３０
ｅが収納幅方向に移動するので、側圧の増加を抑制でき、このような送り負荷の増加を回
避できる。
【図面の簡単な説明】
【００５０】
【図１】本発明を適用したロール紙プリンタの外観斜視図である。
【図２】図１のロール紙プリンタの開閉蓋を開けた状態の外観斜視図である。
【図３】図１のロール紙プリンタの内部構造を示す説明図である。
【図４】図１のロール紙プリンタのロール紙供給機構を示す斜視図である。
【図５】図４のロール紙供給機構の第１側壁の分解斜視図である。
【図６】図４のロール紙供給機構の第１側壁の内部構造を示す説明図である。
【図７】図４のロール紙供給機構のロックレバーの動きを示す説明図である。
【図８】図４のロール紙供給機構の繰り出しローラの縦断面図である。
【符号の説明】
【００５１】
１　ロール紙プリンタ、２　プリンタ本体、２ａ　外装ケース、３　開閉蓋、３ａ　蓋ケ
ース、４　記録紙排出口、５　排紙ガイド、６　蓋開閉レバー、１０　ロール紙供給機構
、１１　ロール紙収納部、１２　ロール紙、１２ａ　記録紙、１４　紙送りガイド、１５
　搬送路、１８　インクジェットヘッド、１９　プラテン、２０　印刷位置、２１　上流
側紙送りローラ、２２　紙送りモータ、２３　押えローラ、２４　下流側紙送りローラ、
２５　押えローラ、２６　オートカッタ、２７　ばね部材、２８　ガイドセンサ、３０　
繰り出しローラ、３０ａ　ローラ軸、３０ｂ　スライド円筒、３０ｃ，３０ｄ　止め輪、
３０ｅ　ローラ本体、３１　第１ガイドローラ、３２　第２ガイドローラ、３３　第３ガ
イドローラ、３１ａ～３３ａ　ローラ軸、３４　繰り出しモータ、３５　駆動制御部、４
１　第１側壁、４１ａ　表面、４１ｂ　開口窓、４２　第２側壁、４２ａ　表面、４１Ａ
，４２Ａ　　底板部分、４３　ガイド板、４３ａ　ノッチ、４５　ロックレバー、４５Ａ
　ロック位置、４５Ｂ　ロック解除位置、４５ａ　先端部、４５ｂ　腕部、４５ｃ　腕部
、４５ｄ　ロック爪、４５ｅ　レバー側係合部、４５ｆ，４５ｇ　先端部、４６　ロール
紙付勢部材、４６Ａ　突出位置、４６Ｂ　退避位置、４６Ｃ　中立位置、４６ａ　先端面
、４６ｂ　先端部、４６ｃ　ばね受け、４６ｄ　当接板、４６ｅ　付勢部材側係合部、４
６ｆ，４６ｇ　テーパ面、５０　連動機構、５１　ピニオン、５２　第１ラック、５３　
第２ラック、６１　本体ユニット、６２　側板、６２ａ　ばね受け、６３　側板部分、６
４　外周側板部分、６４ａ　開口部、６５　支軸、６６　コイルばね、６７　当接板
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